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無人航空機の登録制度及び省令で定める機器の範囲 

の見直しに伴う飛行の許可・承認等に関するＱ＆Ａ 

 

国土交通省 航空局 

 

【「無人航空機」の定義について】 

 

Ｑ1 航空法上の「無人航空機」とはどのようなものを指すでしょうか。 

 

A  構造上人が乗ることができない飛行機、回転翼航空機、滑空機、飛行船であ

って、遠隔操作又は自動操縦により飛行させることができるものを指します。

ただし、重量（機体本体の重量とバッテリーの重量の合計）100g 未満のも

のについては、「無人航空機」に該当しません。 

 

 

Ｑ2 従来の「ラジコン」も「無人航空機」に含まれますか。 

 

A 従来の「ラジコン」も重量 100g 以上のものは「無人航空機」に含まれます。 

 

 

Ｑ3 地上とワイヤー等でつながれているような無人航空機も「無人航空機」に含 

まれますか。 

 

A  地上とワイヤー等でつながれているような無人航空機も「無人航空機」に

含まれます。 

ただし、定められた安全確保を行う係留飛行については、一部の飛行の許

可・承認が不要となります。詳しくは航空局ホームページにてご確認下さい。 

  

https://www.mlit.go.jp/koku/koku_tk10_000003.html
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【飛行のルールについて】 

 

Ｑ1 新たに創設された機体登録制度と飛行の許可・承認制度は何が異なりますか。 

機体登録をすれば、許可・承認の手続きは不要となりますか。 

 

A  事故等の原因究明や安全上必要な措置の確実な実施を図る上での基盤とす

る無人航空機の所有者情報等の把握等の仕組みを整備することにより、無人

航空機の飛行の安全の更なる向上を図る趣旨として航空法改正を行い、登録

制度が施行されました。令和４年 6月 20日以降、「無人航空機の登録」が義

務化され、登録されていない無人航空機は、飛行させることが出来なくなり

ます（例外：届出を行った試験飛行）。 

  

一方、飛行の許可・承認制度とは、無人航空機を屋外で飛行させる場合、地

上の人や物件、有人航空機等の安全確保を図ることを目的とし、飛行禁止空

域（空港等の周辺、150m以上の空域、人口集中地区の上空、緊急用務空域）

を飛行させる場合、もしくは次の方法（夜間、目視外、30m未満、イベント

上空、危険物輸送、物件投下）で飛行させる場合、上述する「無人航空機の登

録」とは別に、「航空局の飛行許可・承認」を必要とするものです。 
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Ｑ２ 飛行の許可・承認を取得していますが、航空局から登録記号の交付を受けた 

場合、改めて飛行申請を行う必要がありますか。 

 

A  すでに飛行の許可・承認を取得している飛行内容においては、改めて飛行

申請を提出する必要はありません。 

 

注意点として、令和４年６月 20 日からの無人航空機の登録義務化以前に

許可・承認を受けた申請のうち、登録記号が表示されていない許可書等を所

持している場合は、「別途送付される登録記号等の通知を許可書等と併せて飛

行の際に携行する」必要があります。 

 

（令和３年 12月 20日以降に発行される許可・承認書イメージ） 
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Ｑ３ 飛行の許可・承認を取得していますが、登録システムで新たな製造番号を設  

定した場合、改めて飛行申請を行う必要がありますか。 

 

A  すでに飛行の許可・承認を取得している飛行内容においては、改めて飛行 

申請を提出する必要はありません。 

なお、登録要領では、「自作した機体」又は機体を個別に識別する製造番号

等が設定されていない「メーカー機」の場合にあっては、登録システムへの手

続きにあたり、申請者（所有者）自らが付与ルールに基づいた製造番号（製造

者のイニシャル２文字以内＋製造年（西暦）＋英数字 14桁以内、英大文字・

数字の組み合わせ 20桁以内とする。）を自ら設定してよいこととしておりま

す。 

 

付与ルールに基づき製造番号を変更した場合は、次回の飛行申請時におい

て、航空局から割り当てられた「登録記号」に合わせ、新たに設定変更した製

造番号にて申請書類を作成してください。 

 

 

Ｑ４ 100g～199gの機体についても、飛行申請を提出する必要がありますか。 

 

A  航空法施行規則の改正に伴い、無人航空機の定義がこれまでの 200g以上

から、令和 4年 6月 20日以降、100g以上の機体に適用されることになり

ました。 

※重量の考え方は、機体本体の重量とバッテリーの重量の合計値です。 

なお、バッテリー以外の取り外し可能な付属品（外付型のリモートＩＤ 

機器を含む。）の重量は含みません。 

 

ついては、令和 4年 6月 20日以降、屋外において飛行禁止空域を飛行さ

せる場合、もしくは承認が必要な方法で飛行させる場合、登録記号が付与さ

れた機体で新たに飛行申請を提出する必要があります。

 


